


I I T化時代に向けパソコン研修行う I

従業員の職業能力を開発促進
訓練事業は 3回、延べ30人が参加

工業組合は IT （情報技術）化時代に対応する新しい組合事業「 IT化に対応した職業

能力開発事業」として『 IT習得訓練』を実施した。訓練事業は、訓練会場の岐阜産業会

館 5階研修室に岐阜経済大学経営学部講師の赤木耀介氏を招き、 9月3日を皮切りに 3日

間ずつ 3回実施し、延べ30人が参加した。 ITの積極的活用は、事業の拡大や収益向上に

つなげたり、従業員の職業能力を開発促進するだけに、成呆が大いに期待される。

初心者から

熟練者まで

I T習得訓練事

業は厚生労働省のが

助成事業で、雇

用・能力開発機構

岐阜センターから

委託を受け、工業

組合が新事業とし

て実施した。

訓練対象者は組

合員企業の社員、
パソコン操作から情報通信関連まで幅広く実施した IT習得訓練

従業員で、パソコン操作の未経験者を含め、パ

ソコン操作習得コースから情報通信関連短期コ

ースまで幅広く行なった。

カリキュラムは希望に応じて設定

訓練コースはパソコン操作習得コースを中心

に①パソコン基礎②ワープロ基礎③表計算基礎

で、 1コース10人を定員とし、 3回に分

けて実施、延べ30人にのぼった。

初めてパソコンに触れた受講者が多かったパ

ソコン基礎コースでは「ハードウェア」「ソフ
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トウェア」「アプリケーションプログラム」な

どと、パソコン用語の解説から始まった。この

中で講師の赤木さんは「パソコンとは……電子

符合化された仕事の手続を行なうもの」と分か

りやすく説明、受講者をうなずかせていた。

習得訓練のカリキュラムは、応募者の希望と

レベルに応じて設定したが、初歩的なパソコン

知識からパソコン操作の基礎技能、表計算、イ

ンターネットの文書作成やメールの受発信、さ

らに希望により業務用アプリケーションソフト

の活用まで、幅広く取り入れて実施した。



実施したカリキュラムの主な内容

なお、 IT習得訓練で実施した 3コースの主

なカリキュラムは次のとおり。

〈パソコン基礎〉①パソコン各部の説明、パ

ソコンの起動・終了方法②OSの役割③マウス

の概要、クリック、ダブルクリック、 ドラック

④マウスの練習⑤アプリケーションの起動・終

了⑥ウインドーズの切り替え、サイズの変更、

最大•最小化⑦キーボードの概要⑧文字の訂正

⑨英数字・記号の入力⑩英数字タイピング練習

⑪日本語入力の概要⑫変換モードの切り替え⑬

ローマ字・かな入力⑭漠字変換、特殊変換⑮日

本語タイピング練習―など。

〈ワープロ基礎〉①ワープロソフトの概要②

文字入力、書式設定、文字修飾③コピー、切り

取り、貼り付け④印刷、ファイルの保存と読み

込み⑤表の作成、罫線の設定、図の貼り付け⑥

段組、縦書き編集⑦オートシェイプの利用⑧日

本語変換ソフトのカスタマイズ⑨文書作成の基

本⑩文書作成総合課題実習＿など。

〈表計算基礎〉①表計算ソフトの基礎②行・

列の概念③文字修飾、罫線④簡単な数式による

計算方法、関数を使った計算⑤行・列の操作、

切り取り、コピー、貼り付け⑥連続データ操作

⑦印刷、ファイルの保存と読み込み⑧グラフ機

能⑨図・グラフオブジェクトの操作⑩グラフの

編集、複合グラフの使用方法⑪データベース機

能⑫見積書、営業報告書など表とグラフを用い

た文書作成実習ーーなど。

口 の企業が5年以内に事業を再構築
問題点は従業員の再教育・再訓練に一二□

「今後、 5年間に事業の再構築を予定する企

業 7割に達する」「それを行なう上での問題点

は、従業員の再教育・再訓練」ということが、

厚生労働省の平成12年度産業労働事情調査でわ

かった。この調査は常用労働者30人以上の民営

企業4,500社を対象に「構造調整に対応した企

業行動と、それにともなう雇用など労働面の取

り組み」について調査（回答率79.9%）したも

ので、異業種・異分野へ進出する際の労働面の

課題としては「専門的知識を身に付けた人材の

中途採用」を 5割以上の企業があげ、専門的知

識の重要性が浮き彫りにされた。

まず事業の再構築についてみると、平成12年

8月までの過去 5年間に事業再構築を実施した

企業は78.4％で、前回平成 6年調査に比べ、

5.9％増加している。今後、 5年以内に事業再

構築を予定している企業は71.2％である。

再構築を必要とする理由は①顧客からの価格

引下げ要求②国内製品、サービスの競争激化③

市場の成熟化・需要の不振④従業員の高齢化

一の順である。その問題点としては①労働

者の再教育・再訓練②推進する人材の不足③取

引先企業との関係ーーをあげている。

具体的な人材・労働力の調達・調整方法とし

ては①労働者の能力開発・再訓練②配置転換③

中途採用一ーとしている。

過去 5年間に異業種へ進出した企業は13.7%

で、今後、 5年以内に異業種へ進出予定する企

業は8.1%。また、過去 5年間に異分野へ進出

した企業は8.7%、今後 5年以内に異分野へ進

出予定する企業は6.7％あった。異業種・異分

野へ進出する際の問題点は①専門的知識を身に

付けた人材の中途採用②研修等教育訓練の実施

③トップの戦略策定能力強化一ーなど。
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情報化白書2001年版～ IT社会の実現に向けて～

着実に ー T化進むが格差は大きい

で、

活用へ明確な目的意識を持つこと
閲日本情報処理開発協会は、このほど「情報化白書2001年版～ IT社会の実現

に向けて～」をまとめ発刊した。わが国の情報化の動向を総合的に展望したもの

とくに今回は「中小企業の情報化」について 1章を設けて中小企業を取り巻

く環境の変化、 ITの進展状況などを分析している。次は中小企業における情報

化の現状について。

てもバラッキがみられるものの40~60％に浸

コンピュータ導入•利用は8.0%

中小企業は規模や業態がさまざまなことか

ら、情報化の実態を一概に捉らえることは難

しい。近年実施されてきた各種の中小企業の

情報化に関する調査を総合すると、

①小規模企業を除けば中小企業の約80％が

何らかの形でコンピュータを導入•利用して

おり、 コンピュータ利用は主にパソコンを中

心に進展している。

②小規模企業に関しては、業種による違い

透している という。

ば中小企業の情報化は着実に進んでいるが活

用レベルの進展度を示すものではない。

パソコンやインターネットを導入しても、

これを業務や経営に活かさねば効果は上がら

ない。情報化が中小企業の経営や業績に貢献

するには、

この結果からみれ

この活用レベルを向上させる必要

がある。情報処理開発協会が実施した2000年

度のコンピュータ利用状況調査によると、中

小企業の IT活用レベルが大企業に比べて格

が大きく

て正確に

は把握で

きないが

30~50% 

の企業に

コンピュ

ータが導

入されて

いる。

③イン

ターネッ

トの利用

率につい
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差は大きい。（左下のグラフ）

「販売管理／在庫管理／物流管理」や「電

子メール、グループウエア等のコミュニケー

ション利用」などの適用業務では、それほど

の格差はみられないものの、その他の業務利

用では依然として大きな開きがある。

インターネットの利用でも、導入率が大企

業の75.8％に対し、 60.7%と、それほどの遜

色はみられないが、イントラネットの構築率

となると、大企業の57.6％に対し31.3%と大

きく落ち込んでいる。この結呆から中小企業

は ITインフラの浸透はある程度進んだが、

業務や経営に役立てるためにも今後、実務に

結びつける努力が必要であろう。

また、 ITの活用にあたっては明確な目的

意識を持って取り組むことも必要である。

まだ低いインターネットの利用

中小企業のインターネット利用については

I BMが先進 7カ国の小規模企業（従業員百

2000年 2001年 2002年 1 2003年 2004年

世界 657.0 1233.6 2231.2 3979.7 6789.8 

北米 509.3 908.6 1495.2 2339.0 3456.4 

I 
アメリカ 488.7 864.1 1411.3 2917.2 3189.0 

カナダ 17.4 38.0 68.0 109.6 150.3 

メキシコ 3.2 6.5 15.9 423 107.0 

アジア・太平洋 53.7 117.2 286.6 724.2 1649.8 

日本 31.9 64.4 146.8 363.6 880.3 

オーストラリア 5.6 14.0 36.9 96.7 207.6 

轄国 5.6 
1 二4. 1'  

39.3 100.5 205.7 

台湾 4.1 30.0 80.6 175.8 

その他 5.5 I 60.6 1305 1971 

西ヨーロッパ 87.4 194.8 422.1 853.3 1533.2 

ドイツ 20.6 46.4 102.0 211.1 386.5 

イギリス 17.2 38.5 83.2 165.6 288.8 

フランス 99 22 1 49.1 104.8 206.4 

イタリア 7.2 15.6 33 8 71.4 142.4 

オランダ 6.5 14.4 30 7 59.5 98.3 

その他 25.9 57.7 123.4 240.8 410.8 

慢＿杢
亨

竺
豆―丁

竺
豆

竺
戸

人未満）の利用実態調査がある。それによる

と、日本の小規模企業のインターネット利用

率は27％で、 7カ国中ではイタリアの19％に

次いで二番目に低い。アメリカ・カナダは

44%、 ドイツ39%、イギリス37%と高い。

ただし日本は、インターネット利用企業の

うち42％が自社サイトを利用してネット販売

しており、この割合はドイツに次いで二番目

である。

日本のネット販売の特徴としては、 BtoB

の比率が低い一方で、 BtoCの割合は73％と

最も高い。また、ネット活用の重要性に対す

る認識も、日本の企業は他の国に比べて約 3

倍の割合を示している。

しかしこの数年、製造業を中心としたイン

ターネットによる取り引き、いわゆる BtoB

取り引きが活発化している。さらに経営資源

が限られる中小企業にとって、他の企業と連

携し相互の経営資源を有効活用する「協業」

が不可欠との認識が高まり、取り引き関係か

ら協業関係に拡

竺
五

2004年の全取引
に占める割合（％）

>| 8. 0 1 

8.4 

16.4 

16.4 

I 
i 16.4 

1 2.7,  

6.0 

6.5 

7.1 

5.0 

4.3 

9.2 

6.0 

2.4 竺 l
涵［ 2.4 

大する動きが出

ている。インタ

ーネット等の協

業しやすいイン

フラ環境が整っ

たことで、地域

を越えた協業が

容易になり、協

業化が日立って

いる。 Web上で

企業PRや新規

取引先の開拓は

難くはない。

（注） 1．端数は切り捨てているため合計は一致しない 2.1ドル＝109.42円(2000年） ＜資料＞ForresterResearch 
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平成12年度分別収集

及び再商品化の実績 り又算ミ・且手忙月ni1じとも着実に増加

環境省の廃棄物・リサイクル対策部は「平成

12年度容器包装リサイクル法に基づく市町村の

分別収集及び再商品化の実績」をまとめた。

実施状況からみると、全国市町村の分別収集

計画が平成12年度から新たなものとなったこと

から、分別収集に取り組む市町村数は大幅に増

加（ペットボトルが2,340市町村、プラスチッ

ク製容器包装が881市町村。うち岐阜県はペッ

トボトルが90市町村、プラスチック製容器包装

が31市町村）し、これに伴い分別収集量及び再

商品化量は前年度に比べ着実に増加している。

ペットボトルの収集量は1.7倍に

とくにペットボトルの分別収集量は前年度比

で約1.7倍 (12万4,873トン、うち岐阜県は3,007ピ）

と大幅に伸びた。厳密には生産量から分別収集

鼠を差し引いた数量が即廃棄量を表すものでは

ないが、両者の差をもって廃棄量の動向を推し

測るならば、ペットボトルの生産量の伸びが鈍

化傾向にある中、市町村の分別収集体制が着実

に進んだことにより、両者の差が前年度比で減

少に転じた。ペットボトル分別収集後の再商品

化量は、全国で11万7,877トン（うち岐阜県は

2,593トン）であった。

ポリエチレン

スミカセンR
塩化ピニル樹脂

スミリット8

エチレン酢酸ピニル共重合樹脂 メタアクリルンート

紙製容器且装、プラスチック製容器包装及び

段ボールは、平成12年 4月から新たに対象品目

として追加されたが、段ボールを除いては制度

施行初年度であることもあり、分別収集の実績

は計画の約 4割にとどまった。

とくにプラスチック製容器包装は、全国の年

間分別収集計画量23万9,174%（岐阜県は4,515

トン）に対し10万810トン（うち岐阜県は260ド／）に

とどまった。また再商品化量は 7万7,568トン

（うち岐阜県は217口にとどまった。

平成13年度は、容器包装リサイクル法に基づ

く分別収集を行なう市町村が引き続き増加して

いることもあり、全体の分別収集量はさらに増

加する見通し。

ペットボトルに関しては、本年 5月の再商品

化計画等が改正され、新たにモノマー化により

ペットボトルなどのポリエステル製品の原料を

得る方法が追加された。この再商品化方法の追

加により、分別収集されたものが確実に再商品

化されることが期待される。

紙製容器包装及びプラスチック製容器包装に

関しては、平成13年4月から識別表示が義務付

けられたこと等を踏まえ、市町村における分別

収集計画に沿った分別収集の実施が望まれる。

熱可塑性エラストマー

住友RTPE
合成ゴムSBR

エバテートR スミペックス8 住友aSBR
ボリプロピレン

住友ノープレンB

ボリス千レン樹脂

エスプライト

令

メタアクリ Iし樹脂

スミペックス-BR
高密度ポリエチレン

スミカセンハード

合成ゴムEPR

エスプレン序
エチレン酢酸ピニル
塩化ピニル共重合酎脂

スミグラフト，お

住友化学工業株式会社
名古屋支店 〒460名古屋市中区錦l丁目 11番18号（興銀ピル）

電話 <052>201-7571 
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岐阜カンでゴルフ大会
L今年で 9回目、 11月27日に開催ー」

工業組合主催による恒例の「理事長杯争奪組

27日

合員等健康づくり・親睦ゴルフ大会」は、 11月

（火）に開催することになった。福利厚生

事業の一環として組合員と賛助会員が参加して

開くもので、今年で第 9回目となる。

大会の会場は各務原市蘇原北山町にある岐阜

カンツリー倶楽部で、当日午前 7時30分に集合

同午前 8時30分にアウトコースからスタートす

る予定でいる。

参加者は現在募集中で、 5パーティー、 20人

が見込まれる。競技はダブルペリア方式で、優

勝者には理事長杯（持ち回り）と賞品、準優勝

4位、 5位までと、及び3位、

さらにベスグロ、ニアピン、

品が贈られる。

とび賞には賞品

ロンゲストにも賞

最低賃金は日額で5,337円に改定

岐阜労働局は、岐阜県内で働くすべての労働

者に適用される「岐阜県最低賃金」を10月1日

から改定した。新しい最低賃金は、

日額で 5,3 3 7 （現行 5,3 0 2円）

時間額では 66 8円（現行 66 3円）

この最低賃金は臨時、パートタイマー、

バイトといった雇用形態に関係なく、すべての

アル

労働者に適用される。また、最低賃金の対象と

なる賃金は通常の所定内賃金に限られ、 ボーナ

スなどの臨時の賃金、休日・時間外などの割増

賃金や精皆勤手当、通勤手当（交通費）、家族

手当は対象にはならない。

なお、最低賃金に反する労働契約は無効とさ

れ、最低賃金額と同額の定めとしたものとみな

される。

口難燃効果を併せ持つ新補強剤

製品技術研究所と河合石灰が開発ロ

岐阜県製品技術研究所と河合石灰工業（樹はプ

ラスチックに混ぜる新タイプの補強剤「針状ペ

ーマイト」をこのほど共同開発した。新補強剤

顕
微
鏡
で
見
た
針
状
ベ
ー
マ
イ
ト
の
針
状

結
晶
（
石
下
の
横
線
は
ー
ミ
ク
ロ
ン
）

は、難燃効果を併せもった補強効果の高い添加

剤で、自動車のバンパーなどの成形品に利用が

見込まれる。針状ペーマイトは、水酸

化アルミニウムを高温で化学反応させ

て生成した針状の結晶。結晶の長さは

8ミクロン、他の補強剤に比べて10倍

ほど長いために補強効果は高く、表面

にぱ燃焼に強い膜を持っている。

添加したプラスチックは、使用後に

溶かしても難燃効果は持続する。この

「高年齢者雇用」の促進を呼びかけるポスター」

ためリサイクルしやすい特徴も併せ持

っている。製造コストは従来の半分以

下で、来年には市販したいという。
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労慟施策アドバイザーを無料派遣

岐阜県中小企業集団連合会（岐阜県庁労働雇

用課内）は、活力ある職場づくりを応援するた

め『中小企業労働施策アドバイザー』を無料派

遣している。

「活力ある職場にしたいが、改善点がわから

ない」「時代にマッチした就業規則を導入した

い」「賃金制度を見直したい」「福利厚生面を充

実したい」など、人事・労務管理の改善で困っ

ている中小企業経営者の要望に応えてアドバイ

ザーを派遣するもの。

派遣される労働施策アドバイザーは、労働・

社会保険関係の法令に精通している社会保険労

務士が担当する。その業務内容は①モラールサ

ーベイ（アンケートにより社員の意識を調べ改

善計画を立案する）に関する啓蒙、調査の実施

診断、指導②各種の雇用安定施策、労務管理、

福利厚生対策、職業能力開発に関する指導一

ーなどを行なう。

派遣希望は同連合会 (TEL058-271-6877)か、

各地にある農林商工事務所まで。

受講生募集・中小企業大学瀬戸校

中小企業大学校瀬戸校（瀬戸市川平町79) は

『これからの技術戦略とその策定方法』をテー

マに開他する研修コースの受講生を募集してい

る。日程は前期が11月28日から 3日間、後期が

1月17日から 2日間で、講師は愛知工業大学の

野村重信教授、フューチャーマップ総合研究所

の下川信夫所長ら。内容は製造業が勝ち抜き成

長を続けるため自杜の現有技術力を把握し、成

長・現状打破へのヒントをつかんでいく。

対象は経営者、工場長、管理者で、受講料は

36,000円。希望は瀬戸校研修課まで。

なお、平成14年 1~3月の研修コースとして

①経営者の教養講座・ 2… 1月19日から 2日間

②中小企業の実践的屈用セミナー… 2月13日か

ら3日間③全杜的革新活動のすすめ… 2月18日

から 5日間①パソコンによる工場改善のすすめ

方… 2月25日から 5日間⑤これからの時代のマ

ーケティング戦略… 3月4日から 5日間⑤若手

幹部の経営能力開発… 3月11日から 5日間。受

講希望は瀬戸校研修課 (FAX.0561-48-2224)まで。

ロンチャーフォーラム・出会いの場
11月16日に岐阜メモリアルセンターで開催ー一-=口

雇用・能力開発機構岐阜センター、岐阜県研

究開発財団、岐阜県ベンチャーサポートクラブ

は：：：：ビジネスドリーム2111をテーマに11月16日

（金）に岐阜メモリアルセンターので愛ドーム

で『ベンチャーフォーラム・出会いの場』を開

催する。

で愛ドームを活用して、企業と企業、企業と

人材の出会いの場を設けるもので、参加費用は

無料とし、広く参加を呼びかけている。

当日は開会式を午前10時から行なった後、
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「日本経済と中小企業の動向について」の講演

がある。講師は（樹三和総合研究所特別顧問の原

田和明氏で、混沌とする経済環境の中での中小

企業経営のあり方について話してもらう。

午後は「ビジネスマッチング」と「人材マッ

チング」に分けて、出会いの場が設けられる。

人材マッチングには県内の有力企業82杜が参加

し、訪れた人材と面接したり、各種の資料や情

報を提供する。また、会場の一部ではベンチャ

ー企業42社が事業内容を個別展示する。



事務局だより
会員と事務局を結ぶページ

口企業の経営革新をテーマに講演会口

11月は『講演会シーズン』です。最初に紹介

するのは日本プラントメンテナンス協会の主催

で11月20日（火）午後 1時30分から県民ふれあ

い会館で開催される経営者向けの講演会です。

テーマは「TPMによる中小企業の経営革新」

で、 TPMコンサルタントの嶋田久仁夫さん。

TPMとは全社的生産保全の略で、講演後、事

例発表や相談会も準備されています。（無料）

□作家の椎名誠さん各務原市で講演口

県中小企業団体中央会と青年中央会は、 11月

18日（日）午後 1時30分から各務原市蘇原にあ

る各務原市民会館で、作家の椎名誡さんを招い

て青年部講習会を開催します。

講演テーマは「世界から見た日本文化」で、

執筆活動の合間を縫って世界各地を回って感じ

た日本文化のあり方を話されます。（無料）

口活力ある職場づくり推進大会開く口

県中小企業集団連合会は、 11月 7日（水）午

後 2時から県民ふれあい会館で「活力ある職場

づくり推進大会」を開催します。内容は労務改

善団体等の表彰式の後、（有）ライフビジョン代表

の奥井碍喜さんの講演「元気な職業生涯への提

案」を聞きます。（無料）

岐阜県のプラスチック

2001年第161号

平成13年10月15日発行

発行 岐阜市六条南 2丁目11番地 1号

（岐阜産業会館4階）

電話 (058)2 7 2 -7 1 7 3 

FAX (058) 2 7 6 -1 5 2 5 

岐阜県プラスチック工業組合
発行責任者高坂貞夫

リ ・バワー
質を創るトータル・ポリオレフォン・カンパニー

三菱化学と東燃化学との創造的な出会いから生まれたポリケムは、平成 8年
9月、質を創るトータル・ポリオレフィン・カンパニーをめざしスタ―卜しました。

ポリオレフィン樹脂のスペシャリストとして、国内では最大、世界でも有数の規

模を誇るポリケムは、四日市・川崎・水島の 3技術センターのそれぞれの特長

を活かし、多種・多様で高品質のポリケム・バリューをお届けしてまいります。

技術と信頼の証ノパテック゜

NOVAでC
NOVAは「新星」。

ボリケムは、常に先進の技術革新に取り組み、最新・

最良の品打のボリオレフィン樹脂りバテソク

INOVATEC);をお届けします。

pr日本ポリケム株式会社東京都千代田区有楽町1-10-1 有楽町ピル〒100
TEL 03-31B7-BOIO FAX 03-3187-8040 

高密度ボリエチレン ノ）［テックHD
低密度ポリエチレン ノバテックLD
直鎖状低密度ポリエチレン-―~ノバテックLL

直鎖状低密度ポリエチレン ノバテックC6

エチレン一酢酸ピニル共璽合樹脂ーノ／［テック'EVA
ポリプロビレン ノIIテックPP
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1S09001・1S014001認証取得

先進の高機能
NISSEIの

盛

射出成形
世界に先艇けで電気式射出成形機」を開発した

NISSEのエに7印テクノロジー。

NISSE!は、 射出成形機・金型・金型製作ソフト・成形支援システム

讐〗：？匂雪贔震•NISSEI®
日精樹脂工業株式会社
1111名古屋営業所・テクニカルセンター／〒485-0039愛知県小牧市外堀2-l 67ff(0568)75-9555（代）
1111岡崎出張所／〒444-0858愛知県岡崎市上六名4-1-8三剛ピル1Fft (0564) 52-1430 
■三重出張所／〒514-0824三重県津市神戸横田2034ft(059) 224-071 6 

纏本社・工場・技術研究所／〒389-0693長野県坂城町南条2110ft(0268) 81-1 050（営業部）

8http : //www.nisseijushi.co.jp 

＠株式會社名機製ft汗
http://www.meiki-ss.co. jp 

本社・工場〒474-8666愛知県大府市北埼町大根2 合〈0562〉48-2111(ffl

中部支店 〒474-8666愛知県大府市北埼町大根2 ft〈0562〉47-2391代
岐阜出張所〒501-6001岐阜県羽島郡岐南町上印食8-1048〈058〉247-2674(ffl
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9し三菱化学株式会社 東京都千代田区丸の内2・5・2〒100（三菱ヒルティング） Telephone: 03・3283も274（ダイヤルイン）

i 

f`口心一9 | I I I11I| |1 ¥ | | | | 1 || |11I||||I|| |||| 1|II1| |||||『I叶I||||||| | 1II | | 

ンカップリング剤 シラン

セラミックスの合成扉環物質の

表面改買］樹脂改質などこ

〒450-OOO2名古屋市中村区名駅4西 27-23名古屋三井ビル東館
ム 5
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-RISU BASIC-

キッチンウエアはいつも清潔にしておきたい。

そんな要望にお応えして、リスは「より洗いやすい」形状と素材を開発しました。

キッチンウエア

3-:>0)Point 

ヽ リコ株式会社

••••••••••••••••••••••••••••••••••••• 
岐阜プラスチック工業株式会社

●本社：岐阜市神田町9丁目 25番地
TEL : <058>265-2233 

岐阜プラスチックグループ

●リスパック株式会社
●リス株式会社
●リス興業株式会社

●リスエンジニアリング株式会社


